
25

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア
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ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容
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国立市市民意識調査において、北・東・中・西地域においてはＪＲ中央線連続立体交差事業や都市
計画道路3・4・10号線局所改良事業の完了により、住環境が向上し、80％の水準になると想定
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体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

国立市市民意識調査において、都市基盤が整備されている富士見台地域の2009（平成21）年度の
水準である70％を目指すこととし、目標値を設定した。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

国立駅周辺まちづくり事業の推進を図ります。国立市南部地域整備基本計画に基づく基盤整備の推進
を図ります。都市計画道路の整備を図ります。

地域特性を守るルール（地区計画・建築協定等）の推進を図ります。町名地番整理の推進を図ります。
歩行環境の整備や老朽化した舗装改良整備を行います。道路台帳の整備を行います。

地域特性に合った都市基盤
の整備

住みやすい環境の整備

・市民
・事業者
・市内全域

・地域特性に合った都市基盤整備がされている
・住みやすい環境をつくる
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事業者数

市域面積

名称

ア

イ

エ

オ

各地域の特性に合った基盤整備がされていると思う
市民の割合
生活に必要な都市基盤が整備されており、住みやす
い環境であると感じている市民の割合

－１枚目－



４　施策の現状

５　27年度の評価結果
（1） 施策の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

27年度目標値を達成 未達成 → （ 26年度実績値と比較し成果向上・維持 26年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

27年度目標値を達成 未達成 → （ 26年度実績値と比較し成果向上・維持 26年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

27年度目標値を達成 未達成 → （ 26年度実績値と比較し成果向上・維持 26年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

27年度目標値を達成 未達成 → （ 26年度実績値と比較し成果向上・維持 26年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

27年度目標値を達成 未達成 → （ 26年度実績値と比較し成果向上・維持 26年度実績値と比較し成果低下）

成果指標カ 【 】

27年度目標値を達成 未達成 → （ 26年度実績値と比較し成果向上・維持 26年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果実績値の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
・事業実施のための財源確保。
・平成26年に策定した南部地域整備基本計画に基づき、南部地域の基盤整備を進めていく。
・国立駅周辺の整備に向け、関係機関と協議を行い、順次事業を行っていく。
・町名地番整理事業を計画的に実施していく。
・さくら通りの２車線化事業については、東京都の補助金を活用しながら進めていく。
・社会資本（道路整備）の老朽化対策が遅れている。道路ストック総点検の結果により長期修繕計画を策定する必要がある。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

・都市計画道路3・4・10号線は、南工区の用地買収を行った。
・南部地域整備計画に基づく優先整備路線の用地買収を進めている。
・下新田地区における土地区画整理事業の完了、南部地域における町名地番整理事業の実施により、都市基盤の整備が進んでいる。
・さくら通りの２車線化事業を進めている。

27年度行政経営方針 取組状況
中央線連続立体交差化事業の完了に伴い、国立駅周辺において南北の一体
化が進んできている。国立駅周辺まちづくり事業を本格化させ、他のまちには
ない独自の魅力あるまちづくりを進めていく。
具体的には、北口駅前広場整備の実施設計、中央線高架下市民利用施設や
国立駅南口第一自転車駐車場の実施設計、旧国立駅舎の再築のための用地
及び複合公共施設整備用地の取得、都市計画道路3・4・10 号線の引き続きの
整備など、国立駅周辺の賑わいと活力の創出のため、あらゆる角度から知恵を
出し合って事業を推進していく。

・都市計画道路3・4・10号線は、南工区の用地買収を行った。
・南部地域整備計画に基づく優先整備路線の用地買収を進めている。
・下新田地区の土地区画整理事業が完了した。
・南部地域において町名地番整理事業を実施している。
・さくら通りの２車線化事業を進めている。
・国立駅周辺の交通体系は、警視庁との協議を行っている。
・国立駅周辺道路整備事業は、東京都の支援を受けながら整備を進めていくこととなり、西
１条線及び西１号線の一部について用地買収を行った。
・道路ストック（舗装・橋梁・道路付属物）総点検を実施した。

平成18年度から都市計画道路３・４・１０号線の整備事業を実施している。
国立市南部地域整備基本計画を平成26年8月に策定した。
平成26年度に城山南地区、27年度に下新田地区の土地区画整理事業が完了した。
国立駅周辺まちづくり基本計画に基づき、駅前報告会等を開催した。
平成23年2月に国立市都市計画マスタープラン（改訂版）を策定した。
平成23年度に東京都が都市計画道路3・3・2号線の事業認可を取得し、事業を進めている。
平成25年度に東京都が都市計画道路3・4・5号線の事業認可を取得し、事業を進めている。
平成25年にＪＲ中央線の高架化が完了し、平成26年9月に側道の供用を開始した。
社会資本（道路施設）の老朽化が進行していることから、道路法施行令が平成25年6月に改正され、橋やトンネル等の定期点検が義務化された。
平成25年度から、さくら通りの2車線化事業を進めている。

・南部地域の狭あい道路の整備を進めるよう要望がある。
・南部地域の町名地番整理を進めるよう要望がある。
・甲州街道の歩道拡幅について要望がある。
・国立駅周辺まちづくり事業の縮小を求める声がある。
・さくら通りの適切な維持管理のため、抜本的な改修を求める意見があるが、一方で老朽化した桜の保護を求める意見もある。
・社会資本（道路施設）の老朽化対策に取り組むべきとの要望がある。

①ア・イ、②…JR中央線の高架化に伴う側道整備が完了したことにより数値が上昇したが、その後のハード面での整備が完了していない事業がある
ため、横ばいとなっていると考えられる。また、南部地域においても、少しずつであるが、道路整備や土地区画整理を行ったことにより都市基盤整備
が進められている。
③…南部地域においては、狭あい道路が多く都市基盤整備が遅れている。

各地域の特性に合った基盤整備がされていると思う市民の割合

生活に必要な都市基盤が整備されており、住みやすい環境であると感じている市民の割合

C:成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

C:他自治体と比べてほぼ同水準である

－２枚目－


